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1. 平成30年6月期第2四半期の連結業績（平成29年7月1日～平成29年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年6月期第2四半期 1,267 ― △217 ― △214 ― △170 ―

29年6月期第2四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 30年6月期第2四半期　　△179百万円 （―％） 29年6月期第2四半期　　―百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年6月期第2四半期 △46.69 ―

29年6月期第2四半期 ― ―

(注）当社は、平成29年１月４日に単独株式移転により設立されたため、前年同四半期実績はありません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年6月期第2四半期 5,518 3,431 62.2 934.90

29年6月期 5,132 3,681 71.7 1,006.89

（参考）自己資本 30年6月期第2四半期 3,431百万円 29年6月期 3,681百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年6月期 ― ― ― 23.00 23.00

30年6月期 ― 0.00

30年6月期（予想） ― 20.00 20.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注）当社は、平成29年１月４日に単独株式移転により設立されたため、前第2四半期までの実績はありません。

3. 平成30年 6月期の連結業績予想（平成29年 7月 1日～平成30年 6月30日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,900 0.6 550 △23.1 550 △23.0 300 △31.2 81.94

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年6月期2Q 4,259,200 株 29年6月期 4,259,200 株

② 期末自己株式数 30年6月期2Q 589,189 株 29年6月期 602,989 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年6月期2Q 3,661,075 株 29年6月期2Q ― 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一定の数値に基づいており、実際の業績
は様々な要因により大きく異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料の３ページ
「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、北朝鮮情勢などの地政学的リスクの高まりがある

ものの、政府の経済対策や日銀の量的・質的金融緩和施策の継続や世界的な株高にも支えられ、企業収益

は向上し、雇用情勢は堅調に推移するなど景気は緩やかながらも回復基調を維持して推移しました。 

当社グループの属する建設コンサルタント業界においては、加速する橋梁・道路等のインフラ老朽化の

対策事業、発生が懸念される巨大地震や激甚化する気象災害に対する防災・減災事業、人口減少・高齢化

社会に対応した持続可能な社会の形成を目指した地域活性化事業などの公共事業投資を中心として比較

的堅調な事業環境で推移しています。 

このような状況の中で、当社グループは５年目を迎えた「第3次長期プラン」に基づき、各営業地域と

主要技術部門の縦横連携による生産力・生産体制の機動力強化による運営体制（マトリックス型組織運営）

を継続深化させています。 

具体的には平成29年10月に、この長期プランの実現に向けてＭ＆Ａ戦略推進室を立ち上げるとともに、

今後の競争力強化と事業拡大を目的に研究開発活動や新規事業創出活動を積極的に推進するため技術企

画室および新規事業推進室の強化を進めています。 

また、特定完全子会社である株式会社福山コンサルタントでは、平成29年７月に東北地域を中心に事業

展開してきた施工管理等を含む建設事業マネジメント分野の全国展開を目指して、建設事業マネジメント

準備室を事業部門として格上げ再編成し、多様な社会資本整備手法への体制強化を図りました。 

加えて、情報通信技術の全社的活用による業務プロセスの標準化を推進し、時間あたり生産性の向上、

総労働時間の縮減、柔軟な働き方が可能な環境整備等の働き方改革を企業価値向上のための最重要課題の

ひとつと位置付けた取り組みを強化しています。 

当第２四半期連結累計期間は、当社グループが得意とする交通マネジメント分野や老朽化対策分野、鉄

道関連分野等の堅調な業務受注により、受注高 66億 84百万円、売上高 12億 67百万円となりました。 

損益面では、経常損失２億 14百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億 70百万円となりまし

た。これは、主要顧客である官公庁の会計年度末に完了・納入する業務が大半を占める関係上、当社グル

ープの売上高が第４四半期に集中するため、第３四半期までは経常損失が続き第４四半期で経常利益とな

ることが常態となっている例年の傾向に同じです。 

また、当社は平成 29 年１月４日に設立されましたので、前第２四半期連結累計期間との対比について

は記載していません。 

 

（２）財政状態に関する説明 

① 資産・負債および純資産の状況 

（資 産） 

総資産は前連結会計年度末に比べて３億 85百万円増加し、55億 18百万円となりました。主な要因は、

未成業務支出金の増加 11 億 57百万円、受取手形・完成工事未収入金の増加１億 33百万円、現金及び預

金の減少 10億７百万円です。 

（負 債） 

   負債は前連結会計年度末に比べて６億 36 百万円増加し、20 億 87 百万円となりました。主な要因は、

短期借入金の増加８億 50百万円、未成業務受入金の増加２億２百万円、賞与引当金の増加 94百万円、未

払法人税等の減少１億 38百万円、その他流動負債の減少４億 81百万円です。 

（純資産） 

純資産は前連結会計年度末に比べて２億 50百万円減少し、34億 31百万円となりました。主な要因は、

利益剰余金の減少２億 55百万円です。 

② キャッシュ・フローの状況 

現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、７億 63百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  使用した資金は 18億９百万円となりました。 

これは主に、税金等調整前四半期純損失２億 14 百万円、未成業務支出金（たな卸資産）の増加 11 億

57百万円によるものです。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

使用した資金は 57百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出 50百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

獲得した資金は８億 59百万円となりました。 

これは主に、運転資金としての短期借入金の純増額８億 50百万円によるものです。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 29年 8月 8日に公表しました連結業績予想に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（追加情報） 

   (従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引) 

当社は、平成 29年７月 18日開催の取締役会決議に基づき、第１四半期連結会計期間より、当社グルー

プ従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充、及び株主と

しての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた当社の恒常的な発展を促すことを目的として、「信

託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以下、「本プラン」といいます。）を導入しました。 

 

(1) 取引の概要 

本プランは、「ＦＣホールディングスグループ社員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する

すべての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「ＦＣホー

ルディングスグループ社員持株会専用信託」（以下、「従持信託」といいます。）を設定し、従持信託は、

今後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を、借入金を原資として当社からの第

三者割当によって予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行

われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相

当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を

取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が

累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に

基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

 

(2) 信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の当第２四半期連結会計期間の帳簿価額及び株式数は、

82,780千円、86,500株です。 

 

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

当第２四半期連結会計期間  84,430千円 
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４．補足情報 

 生産、受注および販売の状況 

  当社グループは、建設コンサルタント事業を営む単一事業の企業集団であることから、セグメント情報

は記載していません。 

   なお、建設コンサルタント事業における事業分野ごとの販売・受注実績は以下のとおりです。 

 

①  販 売 実 績                          （単位：千円、単位未満切捨て） 

                    期  別 

 

事業分野 

当第２四半期連結累計期間 

(
自 平成29年 7月 1日
至 平成29年 12月31日

 ) 

金 額 

建設コンサ

ルタント 
 

交通マネジメント系 258,366  

地域マネジメント系 3,120  

環境マネジメント系 114,529  

ストックマネジメント系 136,078  

リスクマネジメント系 457,380  

建設事業マネジメント系 298,114  

合   計 1,267,588  

   

② 受 注 実 績                              （単位：千円、単位未満切捨て） 

                     期  別 

 

 

事業分野 

当第２四半期連結累計期間 

(
自 平成29年 7月 1日
至 平成29年 12月31日

 ) 

受注高 繰越残高 

金 額 金 額 

 
建設コンサ

ルタント 
 

交通マネジメント系 2,614,000 2,355,634 

地域マネジメント系 114,950 111,830 

環境マネジメント系 550,424 435,895 

ストックマネジメント系 1,057,798 921,719 

リスクマネジメント系 1,494,218 1,036,838 

建設事業マネジメント系 852,957 554,843 

合   計 6,684,349 5,416,761 

      （注）上記の金額には、前期からの繰越業務を含んでいます。 
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	当社グループは、建設コンサルタント事業を営む単一事業の企業集団であることから、セグメント情報は記載していません。



